
公益法
人の区
分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・
応募者

数

熱電対用コネクタ他４
３品目

　　　　２０個他

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.15
飯島産業株式会社
東京都台東区台東
３丁目１１番１号

3010501028511 一般競争入札 1,733,371 1,249,600 72.09% 14034

試験器材の撤去作業及
びフロン回収役務

　　　　　1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.16

株式会社星輝産業
愛知県あま市七宝
町伊福新家西１２
７番地１

6180301028163 一般競争入札 3,536,500 2,189,000 61.89% 6111

器材借上（その２）

　　　　　1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.17

株式会社レンタル
のニッケン
東京都港区東新橋
一丁目９番１号

4010001032368 一般競争入札 2,510,000 1,524,600 60.74% 15061

プリンタ
　
          １台

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.19

富士フイルムビジ
ネスイノベーショ
ンジャパン株式会
社
東京都江東区豊洲
２－２－１

1011101015050 一般競争入札 2,600,000 2,417,536 92.98% 1046

産業廃棄物の撤去運搬
等処理作業

　　　　　1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.23
株式会社イゾイ
東京都江戸川区東
葛西１－１６－３

2011701000475 一般競争入札 1,085,095 660,000 60.82% 6122

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

一般競争入
札・指名競争
入札の別（総
合評価の実

施）

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

法人番号

付紙様式第３



公益法
人の区
分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・
応募者

数

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開
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公益法人の場合

法人番号

付紙様式第３

混和機他１品目

　　　　　1台他

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.25
株式会社アイズ
千葉県香取市富田
４９９番地

8040002088155 一般競争入札 3,198,800 2,618,000 81.84% 1049

発電設備の点検
　
          1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.25

（株）東洋内燃機
工業社
神奈川県川崎市宮
前区神木本町２丁
目２０番１号

3020001068189 一般競争入札 1,610,543 865,700 53.75% 6125

ワークステーション用
静音ラックシステム

　　　　　1式

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
木村　浩一
東京都立川市栄町1-2-10

R6.1.30

ビジュアルテクノ
ロジー(株)
東京都台東区柳橋
２丁目１番１０号

7010501029126 一般競争入札 1,980,000 1,980,000 100.00% 1051

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


